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1.計画策定の背景、基本事項

(1)計画の背景・目的・位置づけ

1)計画策定の背景

2021（令和 3）年 11 月 4 日の「名寄市ゼロカーボンシティ宣言」は下記のとおりです。

図 1.1 名寄市ゼロカーボンシティー宣言
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2)計画策定の目的

本市は、道北の交通の要衝という立地、天塩川と名寄川の合流する盆地や豊かな森林という自然環

境を背景に、１次産業とそれに関わる２次・３次産業等によって地域が発展してきました。

しかし、2021（令和３）年に製紙工場が停機したことから、今後の地域経済の持続発展のために、新

たな取組を進めていく必要があります。

今後は再エネ電力活用などのカーボンニュートラルの取組を軸として、新たな産業の創出と地域経

済の発展を図ることが重要課題になるため、2021（令和３）年 11 月に「名寄市ゼロカーボンシティ宣

言」を行いました。また、再生可能エネルギーの活用による地域の活性化を図るためのビジョンとして、

2023（令和５）年 3 月に「名寄市ゼロカーボン推進再生可能エネルギー導入計画」を策定しました。

本計画では、市民、事業者、行政が一丸となり、気候変動と地域課題を解決するため、地球温暖化対

策実行計画（区域施策編）を策定することを目的とします。

3)計画の位置づけ

本計画の位置づけは、地球温暖化対策の推進に関する法律により国が策定する「地球温暖化対策計

画」の枠組みのもと、「北海道地球温暖化対策推進計画(第３次)改定版」を踏まえ、本市の地球温暖化

対策の一環として定めるものです。

本計画は、「名寄市ゼロカーボン推進再生可能エネルギー導入計画」を含み、市全体での取り組み方

針を示す計画に位置付けられます。

また、「名寄市総合計画（第２次）」のもと、また、2022（令和４）年２月に策定した「第４次名寄市地

球温暖化防止実行計画（事務事業編）」や「名寄市低炭素まちづくり計画」などのエネルギー関連計画と

連携し、その他関連各種計画とともに、本市の脱炭素の取組の方針を示す計画となります。

図 1.2 本計画の位置づけ

※「事務事業」とは、名寄市役所の行政活動として行う、全事業拠点における事務及び事業を指します。

但し温室効果ガス排出量としては、公営住宅の入居者の生活に伴う部分は除きます。

連携

名寄市総合計画（第２次）

名寄市 低炭素

まちづくり計画

【関連計画】

・都市計画マスタープラン

・立地適正化計画

・公共施設等総合管理計画

・名寄市公共施設等再配置計画

・住宅マスタープラン

など

第４次名寄市地球温暖化防止実行計画
（事務事業編）

名寄市地球温暖化防止実行計画
（区域施策編）

連携

名寄市ゼロカーボン推進

再生可能エネルギー導入計画

（本計画）

地球温暖化対策計画

北海道地球温暖化対策推進計画(第3次)改定版
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(2)計画の期間・対象

1)計画期間

本計画の計画期間は、策定年度である 2025（令和 7）年度から 2030（令和 12）年度までの 5 か

年とします。

2)基準年度

2013（平成 25）年度を基準年度とし、2030（令和 12）年度を目標年度とします。

3)対象とする範囲

本計画は、名寄市全域を対象範囲とします。

4)対象とする温室効果ガス

本計画が対象とする温室効果ガスについては、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニ

₂ュアルより、エネルギー起源の二酸化炭素（CO ）とします。

また、本計画の対象地域は本市全域となり、産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門の自動

車、廃棄物分野の一般廃棄物焼却処分を対象部門・分野とします。

対象とする再エネは、エネルギー供給構造高度化法で定める再生可能エネルギー源（太陽光・風力・

水力・地熱・太陽熱・大気中の熱その他の自然界に存する熱・バイオマス）とします。
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2.名寄市をとりまく現況

(1)本市の状況

1)位置及び地勢

本市は、北・北海道の長流天塩川が形成する名寄盆地のほぼ中央に位置し、東は雄武町と下川町、

西は幌加内町、南は士別市、北は美深町に接しています。

道路は南北に国道 40 号、東側に国道 239 号が通り、また鉄道は南北に JR 宗谷本線が走ってお

り、交通の要衝地として幅広い生活圏域を形成し、北・北海道の中心都市として発展してきました。

名寄市の統計(令和２年版)より

図 2.1 名寄市の位置と交通状況
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2)気象

気象庁アメダスデータより 2020（令和 2）-2022（令和 4）年の３年平均の気象をみると、内陸性

気候に属していることから寒暖の差が大きく、夏冬の温度差が 60℃近くにも及びます。夏季は昼夜の

温度差が大きく、冬季は最低気温が-15℃を下回るなど寒さが厳しい気象条件を有しています。降水

量は 11 月が多く、冬季も最深積雪が 12 月に 200cm を越え降雪量が多くなっています。風速は、平

均風速が２m/s～3.5m/s 程度と比較的穏やかです。

図 2.2 本市の年間気温 図 2.3 本市の年間降水量

図 2.4 本市の最深積雪・降雪量 図 2.5 本市の年間平均風速

図 2.2～2.5 気象庁 アメダスデータ（各 2020（令和 2）-2022（令和 4）年）より作成



6

(2)社会的特性

1)人口動態

本市の人口は減少が続いておりますが、世帯数はほぼ横ばい傾向となっています。

地区別でみると、2022（令和４）年で名寄地区が全体の 85％となっています。

図 2.6 総人口及び世帯数の推移 図 2.7 地区別人口割合
図 2.6，2.7 名寄市の統計(令和４年版)より作成

2)土地利用

土地利用状況では、山林が約 42％、田・畑合計で約 46％と

多くを占めています。

出典：名寄市の統計(令和 4 年版)より作成

図 2.8 土地利用

3)土地利用

森林面積では、私有林等が約 37％、次いで道有林が約 30％となっています。また、植林した人工

林と天然林では、天然林の比率がやや多くなっています。

図 2.9 森林所有区分別面積構成 図 2.10 森林種別面積構成

図 2.9，2.10 令和 4 年度（2022 年度）北海道林業統計より作成
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4)産業構造

環境省の地域経済循環分析 2020（令和２）年データで、産業別生産額を高い順に示すと、公務、農

業、保健衛生・社会事業、パルプ・紙・紙加工品となっています。

産業別従業者数は業務部門が約 84％を占めています。また、2019（令和元）年の製造業の製造品

出荷額は、図 2.13 より約 232 億円となっています。

環境省 2020 年版地域経済循環分析自動作成ツールより作成

図 2.11 本市産業別生産額

経済センサス活動量調査（2016（平成 28）年）より作成

図 2.12 産業別従業者数

経済産業省の工業統計（各年）より作成

図 2.13 製造品出荷額
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5)建物概要

本市の建物は、床面積、棟数いずれも戸建住宅がその多くを占めており、その多くは木造家屋です。

※その他：工場・倉庫、土蔵、付属家等

図 2.14 住宅等の概要（棟数） 図 2.15 住宅等の概要（床面積）

図 2.14，2.15 令和４年度 総務省 固定資産の価格等の概要調書より作成

6)自動車

₂環境省が公表している、運輸部門（自動車）CO 排出量推計データから 2022（令和４）年の情報を

みると、人口当たり保有台数登録地ベースが北海道より高くなっています。

図 2.16 自動車人口当たり保有台数（登録地ベース） 図 2.17 自動車台数（登録地ベース）

図 2.16，2.17 環境省 運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ（令和４年３月）より作成
なお、本グラフ作成に当たっては環境省が使用している住民基本台帳(各年 1 月 1 日)人口よりデータを作成
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3.再生可能エネルギーの導入状況

(1)再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

環境省では、全国各地における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを公開しており、本市にお

けるエネルギー種別の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを把握することができます。なお、再生

可能エネルギーの利用形態は電力利用と熱利用に分かれて集計されています。

調査結果の概要を表 3.１に示しました。これを踏まえ、本市は、「太陽光発電、木質バイオマス発電」

などのポテンシャルが高く、導入も充分可能と考えられます。なお、風力発電導入ポテンシャルの分布

地はほぼ山間部にあり、ポテンシャルは高くても事業性が低く、設備導入が容易ではない場所が多い

と考えます。

REPOS では中小水力のみを扱っており本市でのポテンシャルは小さいといえます。しかし、市内に

は大規模水力発電所として、古くから稼働する北海道電力雨竜発電所がすでにあるため、水力発電と

してのポテンシャルは非常に高いといえます。

熱をみると、木質バイオマスとともに、地中熱がポテンシャルとしてあり、活用できる可能性があり

ます。表中に記載はありませんが、この他雪冷熱の活用可能性もあります。

表 3.1 再生可能エネルギー導入ポテンシャル

図 3.1 再エネ電気の導入ポテンシャル 図 3.2 再エネ熱の導入ポテンシャル

図 3.1，3.2 環境省 REPOS データより作成

設備容量
千kW

発電量
千kWｈ/年

建物系 173 192,656
太陽光 土地系 2,287 2,539,073

合計 2,460 2,731,730
風 力 陸上風力 1,513 3,693,206

河川部 4 19,594
中小水力 農業用水路 0 0

合計 4 19,594
10 70,000
0.8 2,132

蒸気フラッシュ 0 0
地 熱 バイナリー 0 0

低温バイナリー 0 0
合計 0 0

3,988 6,516,662

1,069,549 GJ/年

167,919 GJ/年

1,481,086 GJ/年

2,718,554 GJ/年

大区分 中区分
導入ポテンシャル

電
 
 
 
気

再生可能エネルギー電気合計

畜産バイオマス※

木質バイオマス※

熱

木質バイオマス※

太 陽 熱

地 中 熱

再生可能エネルギー熱合計

区分 導入ポテンシャル

2,732 

3,693 

20 70 2 0 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

太陽光 風 力 中小水力 木質バイオマス 畜産バイオマス 地 熱

千MWｈ/年 導入ポテンシャル（電気）

20 
70 

2 0 
0

100

200

中小水力 木質バイオマス 畜産バイオマス 地 熱

1,070

168

1,481

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

木質バイオマス 太 陽 熱 地 中 熱

TJ/年 導入ポテンシャル（熱）



10

4.温室効果ガス排出量の現況と将来推計

(1)CO₂の排出量

1)CO₂排出量の推計方法の考え方

燃料や電力等のエネルギー消費量を把握することができれば、CO₂排出量を定量評価することが可

能ですが、家庭や民間事業者等も含めた本市全域のエネルギー消費量を把握することは容易ではあり

ません。

そこで、環境省が公開する「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」に準じて部

門別の定量手法を整理して、CO₂排出量を推計しました。

なお、本市の CO₂の排出状況については、2013（平成 25）年度を基準年度としています。

また、現況年度については、推計に必要な統計値が取得できる最新年とし、2020（令和２）年度とし

ています。

2)部門別の CO₂排出量

現況年度である 2020（令和 2）年度の市域から排

出される CO₂ ₂排出量は「３４９千 t-CO 」です。

排出部門別にみると、産業部門が 5３％と最も多く、

次いで、家庭部門が１８％、運輸部門が1５％、業務その

他部門が１４％となっています。

ただし、2020（令和２）年度時点では、製造業（パル

プ鉄工）に王子マテリア㈱ 名寄工場が含まれます。

図 4.1 2020 年度の部門別 CO₂排出量

表 4.1 2020（令和 2）年度 本市の CO₂排出量

※「建設業・鉱業」以外は、小数点以下第一位で四捨五入。以降同様

CO₂
指標 排出量 R2(2020) R2(2020)

千t-CO₂ 年度 年度

人口 349 12.90 t-CO₂/人 27,059 人

製造品出荷額 166 6.219 t-CO₂/百万円 16,214 百万円

製造品出荷額 7 1.027 t-CO₂/百万円 6,986 百万円

従業者数 2 2.910 t-CO₂/人 810 人

従業者数 10 48.588 t-CO₂/人 213 人

延床面積 47 0.179 t-CO₂/㎡ 261,521 ㎡

世帯数 64 4.445 t-CO₂/世帯 14,397 世帯

旅客 旅客車台数 28 1.800 t-CO₂/台 15,521 台

貨物 貨物者台数 25 5.120 t-CO₂/台 4,884 台

部門
CO₂排出量原単位 活動量

備考
単位 単位

名寄市全体

産業
部門

製造業（パルプ鉄鋼以外）

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

運輸
部門

自動車

製造業（パルプ鉄鋼）
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(2)CO₂排出量の将来推計

1)将来推計の考え方

環境省の「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツールでは、将来の CO₂排出量の推計方法として、

人口に関わる活動量の変化予測により、CO₂排出量を推計しています。

この手法について、追加の地球温暖化対策を実施せず、社会環境の変化のみを考慮した場合の将来

の CO₂排出量のことを、「現状趨勢ケース（BAU ケース）※」における CO₂排出量（以降、「BAU 排出

量」という。）」といいます。

今回の推計では、一般的な推計手法である BAU ケースを用いて、人口に関わる活動量のみが増減

することを想定して、BAU 排出量を推計しました。

※BAU ケース／BAU 排出量

現状趨勢（Business As Usual）の略です。BAU ケースとは、エネルギー消費原単位の変化

（機器の入れ替え等）は想定せず、人口等の活動量の変化予測により、排出量を予測することです。

また、BAU 排出量とは、今後、追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の CO₂排出

量を指します。

出典：環境省 「区域施策編」目標定・進捗管理支援ツール（2016 年３月）

2)CO₂排出量の将来推計

人口の将来推計は、基準年の 2013（平成 25）年度から 2030（令和 12）年度までに約 2 割減少す

る推計です。また、2013（平成 25）年度から 2050（令和 32）年度までに約 5 割減少する推計です。

₂2030（令和 12）年度の BAU 排出量は、１６１千 t-CO と推計されています。基準年度の 2013（平

₂成 25）年度と比較すると、２４４千 t-CO の減少が想定されます。また、現況年度の 2020（令和 2）年

₂度と比較すると、188 千 t-CO の減少が想定されます。

₂さらに、2050（令和 32）年度の BAU 排出量は、113 千 t-CO と推計されています。基準年度の

₂2013（平成 25）年度と比較すると、292 千 t-CO の減少が想定されます。また、現況年度の 2020

₂（令和 2）年度と比較すると、236 千 t-CO の減少が想定されます。

なお、2021（令和 3）年 12 月以降、王子マテリア㈱ 名寄工場停機の影響を考慮しています。

表 4.2 名寄市における CO₂排出量の将来推計

図 4.2 名寄市における CO₂排出量の将来推計

2013年度 2020年度 2030年度 2050年度
排出量 排出量 排出量 排出量

千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

405 349 161 113
181 166 0 0

6 7 7 7
3 2 2 1

15 10 9 6
64 47 41 28
78 64 56 39

旅客 37 28 24 17
貨物 21 25 22 15

産業
部門

製造業（パルプ鉄鋼）

業務その他部門
家庭部門

部門

名寄市全体

製造業（パルプ鉄鋼以外）
建設業・鉱業
農林水産業

運輸
部門

自動車

主要な特定事業所
排出者の工場停機
により大幅に減少
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5.地域課題と脱炭素シナリオ

(3)地域特性と課題の整理

本市の再生可能エネルギー資源を最大限活用したゼロカーボンシティの実現に合わせ、地域課題解

決にも寄与する脱炭素シナリオを検討します。脱炭素シナリオの作成あたって、地域特性および課題を

以下のとおり整理しました。

表 5.1 地域特性と課題

項目 特性 課題

自然環境

特性

土地利用 ・まち全体の約 42％を山林が占める

気候 ・夏季の最高気温が高く、冬季の寒さが

厳しい

・積雪が多い

社会経済

特性

人口 ・人口減少、少子高齢化が進行

農業 ・まち全体の約 46％を田・畑が占める

・稲作・畑作が盛ん

林業 ・私有林等が約 37％を占める

・道有林が約 30％を占める

・市有林は約 7％を占める

工業、商業 ・産業別生産額は公務が最も多く、次い

で農業の順で多い

・従業員数は、業務部門、建設・鉱業部

門、製造業の順に多い

・出荷額は H30 年以降増加傾向

エネルギー ・太陽光発電等再エネの導入を検討

まちづくり ・物流と連携した省エネ対策を検討

交通 ・自家用車の利用が多い

・物流事業者が多く、貨物車両の利用が

多い

・2023（令和 5）年 11 月からオンデマ

ンドバス「のるーと名寄」の運行を開始

内容を検討中
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(4)脱炭素シナリオ

長期目標である 2050（令和 32）年までのゼロカーボン実現を見据え、中期の削減目標を整理しま

す。

₂2030（令和 12）年度における国の CO 排出量の削減目標は 2013（平成 25）年度比で 46％削

₂減するとしています。この削減率で仮定すると、目標排出量は 2013（平成25）年度の405 千t-CO

₂に対し、218 千 t-CO となっています。

₂これに対し、各シナリオの概要は次の通りです。また、各シナリオ別の CO 排出量の比較を以下に示

します。

①人口減少等 BAU シナリオ

₂これに対し、2030（令和 12）年度の①BAU シナリオは、161 千 t-CO と、目標排出量を下回っ

ています。

②脱炭素シナリオ 1

2013（平成 25）年度の CO₂ 排出量に対し、産業部門以外は 46％削減する想定とし、排出量は

１26 千 t-CO₂ となり、目標排出量を大幅に下回ります。

③脱炭素シナリオ 2

①BAU シナリオの 161 千 t-CO₂ に対し、新規取組での排出量は、想定される事業内容から 35

千ｔ-CO₂ 程度の増加（P14 表 5.2 参照）を見込むと合計 196 千ｔ-CO₂ の排出量となりますが、

2050（令和 32）年カーボンゼロに向けて地域の削減努力が重要なため、産業部門以外で 36 千 t-

CO₂ の削減努力（P18 表 7.1 参照）を進め、排出量目標を 160 千ｔ-CO₂ とします。

図 5.1 本市における CO₂排出量削減のシナリオ

出典：環境省 地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法 Ver1.0

国立環境研究所 AIM プロジェクトチーム 2050 年脱炭素社会実現の姿に関する試算

160
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196

113

126

00
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2013年度 2020年度 2030年度 2050年度

千
t-
CO
₂

産業部門 業務その他部門
家庭部門 運輸部門
新規取組によるエネルギー使用量増分 ①BAUシナリオ
②脱炭素シナリオ1 ③脱炭素シナリオ2
46％削減

46％削減 218千t-CO₂

①BAUシナリオ
排出量161千t-CO₂

新規取組によるエネルギー
使用量増加分 35千t-CO₂

②脱炭素シナリオ1
排出量126千t-CO₂

③脱炭素シナリオ2
排出量目標160千t-CO₂

排出量合計
161+35千t-CO₂
＝196千t-CO₂
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新規取組によるエネルギー使用量増分についての想定

新規取組によるエネルギー使用量増分についての想定新規取組による産業として、王子マテリア名

寄工場敷地利活用でも掲げている、物流関連倉庫、データセンター、木質バイオマス発電所等があると

想定しました。これらを含めた将来的なエネルギー使用量増の可能性を電気使用量から推計し、ここで

₂は将来的な CO 排出量等を下表の様に仮定しました。

₂推計の結果、新規取組によるエネルギー使用量増分の合計は 35 千ｔ-CO と推計しました。

表 5.2 地域特性と課題

倉庫は経団連低炭素社会実行計画 2020（令和２）年度フォローアップ結果、データセンターは H31 科

学技術振興機構提案書、業務ビルは環境省の脱炭素先行地域づくり自治体向け算定支援ファイルガイドブ

ック VER1.0 より推計しました。

想定施設 想定概要
電気使用量想定

千 kWh
₂CO 排出量

t-CO₂
想定施
設数

冷蔵倉庫
延床 6,000 ㎡

138,408 設備ﾄﾝ
1 施設 20,761

1 施設当たり

12,311
2

常温倉庫
延床 6,000 ㎡

40 設備ﾄﾝ
1 施設 538

1 施設当たり

319
4

データセンター 小

規模
－ 1 施設 10,000

1 施設当たり

5,930
1

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所 9,999kW
0

発電分で自家消費想定
0 1

業務ビル 延床 3,000 ㎡ 1 施設 543
1 施設当たり

322
2

その他事業所等 未定 全施設 4,262 2,528 －

合 計 － 全施設分 59,022 35,000 －
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(5)森林吸収量の算定

森林は、若い樹木が成長する際に CO2 を吸収するとされています。その成長分が「森林吸収量」と

して CO2 排出量を削減する効果を発揮します。

市内の森林の成長状況を 2013（平成 25）年度と 2023（令和５）年度の１０年間での蓄積の差とし

て把握し、その量を表 5.4 で示した係数を用いて CO2 量に換算し、単年度分の森林吸収量として算

定しました。

表 5.3 の試算表より本市の森林吸収量は、道有林を除いた、市有林 13,385t-CO2、私有林等

48,303t-CO2、国有林 20,354t-CO2 の吸収量を合算した「76,812t-CO2/年」と算定しました。

表 5.3 森林吸収量の試算表

北海道林業統計より作成
CO₂ 吸収量は表 5.4 の換算係数の計算過程一覧表より、針葉樹は蓄積増量分×0.317535 で炭素量を算出し、CO₂ に換

算するため分子量から 44/12 を乗じて算出しました。広葉樹は同様に、広葉樹蓄積増量分 m3×0.475518×44/12 の式で
算出し、両者を合算して吸収量としました。

その他国有林については、年間での蓄積増減が大きくないことから、０としています。

所有区分
10 年間の森林蓄積
の増量分を年単位
にした値m3

CO2吸収量
年間概算値
t-CO2

備考

森林管理局所管国有林
針葉樹 7,000

広葉樹 7,000
20,354 ①

その他国有林 0 0 ②大学演習林等

道有林 広葉樹-3,000 -5,230 ③

市町村有林
針葉樹 10,000

広葉樹 1,000
13,385 ④

私有林等
針葉樹 34,000

広葉樹 5,000
48,303 ⑤

名寄市森林吸収量 76,812 ① ＋④＋⑤
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6.目標と基本方針

(1)目指す将来像

本市の住民や事業者の環境への意識を高め、官民協働で省エネルギー対策と再生可能エネルギーに

よるクリーンエネルギーへの転換を図っていきます。

また、名寄市の豊富な地域資源等の特性を活かし、市民、事業者、行政が連携してゼロカーボンシテ

ィの実現を目指します。以上のことから目指す将来像を次のとおり設定します。

(2)CO₂排出量の削減目標

1)基本方針と削減目標

本市はゼロカーボンシティを宣言していることからも、2030（令和 12）年は通過点であり最終目標

は 2050（令和 32）年の実質ゼロであるため、再エネなどによる排出削減努力を継続的に実施してい

くものとします。下記のように削減目標値を設定することとしました。

₂目標値を元に、2030（令和 12）年度の排出量目標値を 160 千 t-CO 、2050 年度は 0 としまし

た。この排出量目標を、省エネや再エネなどの取組で達成するためのシナリオを検討することとしまし

た。電気排出係数などの外部要因も考慮すると目標達成のために必要な削減対策量とこれらの値の

関係を下表と下図に示しました。

表 6.1 名寄市の CO₂削減目標値と必要な削減量

₂単位：千 t-CO

図 6.1 名寄市の CO₂削減目標と必要な削減量

2013 2020 2030 2050

A
CO₂排出実績と
BAU 排出量将来予想

405 349 196 113

B 目標排出量 － － 160 0
C=A-B 必要な削減量 － － 36 113

地域の特性を活かして市民、事業者、行政でつくる

名寄市のゼロカーボンシティ

＜CO₂排出量削減目標＞

₂○2030年度に目標排出量160千 t-ＣＯ

○2050年度に実質ゼロ
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7.目標達成に向けた施策

(1)取組の基本方針

1)中期目標実現に向けた追加対策の考え方

2030（令和 12）年度までの対策は、低炭素なライフスタイルへの転換を図ることや、すでに実用化

されている技術等を活用するなど、現在ある技術・ノウハウの普及拡大を重視します。

③脱炭素シナリオ２の削減目標の設定においては、製造業の排出量削減分のみに頼るのではなく、

一定量の削減を図る必要があると考えました。本市の地域特性を考慮し、削減目標値は対策分野から

積み上げた具体的な取組目標を想定検証し、設定することとしました。

まず取組の基本方針を、①省エネルギーの推進、②再生可能エネルギー等の促進、③循環型社会形

₂成の推進、④脱炭素型のまちづくりの推進、⑤CO 吸収源の確保、⑥環境教育・連携体制の推進の6分

野に大きく分けて想定しました。また、これらの基本方針に基づき、施策を定めます。

基本方針 施策

環境に配慮した行動の推進

省エネルギー性能の高い設備・機器の導入

建築物の省エネルギー性能の向上

再生可能エネルギーの普及・活用

再生可能エネルギーの導入促進

再生可能エネルギーへの有効活用

３R（リデュース・リユース・リサイクル） の推進

廃棄物の適正処理

コンパクトなまちづくりの推進

公共交通の充実と物流の効率化

次世代自動車の普及促進

基本方針５ CO2吸収源の確保 CO2吸収源

人材育成の推進

情報発信の充実

連携体制の充実

基本方針6 環境教育・連携体制の推進

基本方針3 循環型社会形成の推進

基本方針4 脱炭素型のまちづくりの推進

基本方針１　省エネルギーの推進

基本方針2　再生可能エネルギー等の促進



18

2)中期目標実現に向けて想定される削減量

想定した各対策分野での削減量のイメージは次の様になります。表 6.4 にその結果を整理しました。

①行動変容や省エネ設備の導入については、環境省の「地方公共団体における長期の脱炭素シナリ

オ作成方法 Ver1.0」において、省エネ等による 2030（令和 12）年の CO2 削減効果が分野ごとに試

算されています。この値をもとに製造業を除く全部門において一律 10％の CO2 削減効果が期待で

きると考えました。その効果は約 19 千ｔ-CO2 の削減効果と試算しました。

②、③の再エネの導入量については、まず電力での削減可能性を試算しました。業務及び家庭部門

において現状の CO2 排出量の 10％を削減することを想定し、既存の建物の約 5％に当たる約 640

棟の建物に対し、5～40kW の自家消費型太陽光発電を設置し、約 6 千 kW（発電量約 4,704 千

kWh）の発電容量を整備する事を想定しました。

また、遊休地を活用し約 4.3 千 kW の自家消費太陽光発電設備を新たに設置することで発電量約

5,296 千 kWh の確保を想定しました。以上の様な取組を行うことで、自家消費型太陽光発電により

全体で約 10,000 千 kWh の発電量を確保する事を想定しました。

この他、民間事業者が検討を進める地域新電力からの電力を 12,000 千 kWh 調達することも想

定し、合計で 22,000 千 kWh の電力を再エネ由来に変換することで、約 14 千ｔの CO2 削減を想定

しました。

熱利用については暖房給湯の熱源を木質バイオマスなどに転換する事や、電化する事を想定し、削

減すべき化石燃料の量を再エネ電気などの値から設定しました。

④次世代自動車については、既存の乗用車が EV 等に転換する事を想定しました。

表 7.1 対策分野別の削減量のイメージ

①の目標値については、平成 30 年度の排出量 368 千 t-CO₂ から特定事業所排出者分 176 千 t-CO₂ を差し引いた値の 10％として

算定した。

分野
CO2削減
目標値
千ｔ-CO2

現状
2030 年に向けた

具体的な取組のイメージ例

合計 36

①
行動変容や
省エネ設備の
導入

19 －

現状 10％削減（製造業以外）

節電、断熱性能向上、高効率機器、LED 導入

自動車燃費向上等

※環境省地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ

作成方法 Ver1.0 より 10％削減

②
再生可能エネルギー
電力の導入

14

建物

約 1.3 万棟

市全体の

電気使用量

136,000 千 kWh

業務・家庭部門で現状 10％削減（産業は１％）

・約 640 棟（全建物約５％）の建物に６千 kW

の自家消費型太陽光を設置(建物敷地含む)

・約 4.3 千 kW の自家消費太陽光を約８ha 相当

の土地に整備し供給。

・地域新電力から電力供給 12,000 千 kWh

③
再生可能エネルギー
熱の導入

３
約 1.4 万世帯

住宅約 1.1 万棟

現状 1％削減

灯油換算約 1,200kL 分の削減※

木質バイオマス、電化等で対応想定

④
次世代自動車の導入

0.1

旅客自動車

約 15 千台

貨物自動車

約 4.8 千台

現状 0.1％削減

・電気自動車 EV 又は PHV を約 100 台普及

（市全体の自動車の約 0.5％相当）

再エネ導入計画策定後の社会情勢の変化を考慮

し、具体的な取組のイメージ等を事務局で検討中
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(2)具体的な取組

1)基本方針１省エネルギーの推進

地球温暖化対策に関する普及啓発や環境教育等に引き続き取り組み、地球温暖化対策に対する意

識の向上に努めます。これにより、節電や節水、ごみの分別など身近に取り組むことができる環境対策

を推進します。

また、LED 照明や高効率給湯器等の省エネ設備への転換を進めます。さらに、建物の ZEB・ZEH 化

により断熱性能向上に努め、省エネルギー化を促進します。

施策１ 環境に配慮した行動の推進

施策２ 省エネルギー性能の高い設備・機器の導入

施策 3 建築物の省エネルギー性能の向上

具体的な取組 市民 事業者 行政

暖房や照明機器等の節電モードの利用や長時間使用しない時の電源ＯＦＦ ○ ○ ○

マイカー利用を控え、徒歩・自転車・公共交通機関などによる移動 ○ ○ ○

クールビズ、ウォームビズの実践 ○ ○

エコドライブの実践 ○ ○ ○

ICT 機器の活用による業務等の効率化 ○ ○

働き方改革の推進 ○ ○

宅配便の再配達の削減 ○ ○

具体的な取組 市民 事業者 行政

ＨＥＭＳや BEMS などを活用した効率的なエネルギー管理 ○ ○ ○

省エネ性能の高い設備・機器の導入 ○ ○ ○

具体的な取組 市民 事業者 行政

既存住宅・既存建築物の断熱性、遮熱性向上 ○ ○ ○

既存住宅の断熱改修工事の啓発 ● ● ○

新築住宅・新築建築物への ZEH・ＺＥＢの導入 ○ ○ ○

ＺＥＨ・ＺＥＢなどの導入促進 ● ● ○

省エネ基準への適合指導 ● ● ○
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2)基本方針２再生可能エネルギー等の促進

一般住宅や事務所、公共施設への自家消費型太陽光発電設備の設置に併せて蓄電池の導入も推進

します。また、木質バイオマスボイラーの導入や間伐材等を有効活用します。

施策４ 再生可能エネルギーの普及・活用

施策５ 再生可能エネルギーの導入促進

施策６ 再生可能エネルギーへの有効活用

具体的な取組 市民 事業者 行政

太陽光発電や蓄電池の導入 ○ ○ ○

木質バイオマス、雪冷熱、風力発電等の導入 ○

水素エネルギーの調査・研究 ○

具体的な取組 市民 事業者 行政

太陽光発電や蓄電池の導入促進 ○

PPA モデル等事業手法の周知・普及 ● ○

民間事業者との連携による地域新電力など事業体の検討 ○ ○

具体的な取組 市民 事業者 行政

市内の山林などで発生する未利用材（間伐材や林地残材など）の有効活用 ○

もみ殻の燃料への活用 ○

ごみの焼却で発生する廃熱利用の検討 ○
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3)基本方針３循環型社会形成の推進

家庭や事業所から出されるごみを処理する工程でも温室効果ガスが発生していることから、３Ｒ（リ

デュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再生利用））を推進し，ごみの減量化を図ります。

また、廃棄物処理施設の新設に伴う、市民や事業者への情報発信を実施します。

施策７ ３R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進

施策８ 廃棄物の適正処理

具体的な取組 市民 事業者 行政

排出される廃棄物の減量化 ○ ○ ○

廃棄物の適正な資源化の推進 ○ ○ ○

食品ロスの削減 ○ ○ ○

割り箸・紙コップ等の使用自粛（マイカップ等利用促進） ○ ○ ○

グリーン購入の推進 ○ ○ ○

資源の再利用促進 ○ ○ ○

ペーパーレス化の推進 ○ ○ ○

具体的な取組 市民 事業者 行政

ごみの適正な分別の推進 ○ ○ ○

分別排出指導の推進 ● ● ○

以降、同様のイメージ。

会議で具体的な取組について検討した結果を踏まえて

更新予定。
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8.気候変動適応策

(1)気候変動適応について
千歳市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）など

を参考に検討中
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(2)各分野における適応策
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千歳市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）を参考
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9.計画の推進

(1)推進体制

計画を確実に推進し、人と自然が調和した豊かな環境を守るためには、市民、事業者、各種団体、行政の

積極的な参加・協力が必要です。

また、それぞれの団体は計画に基づいて取組を進めて行きますが、それぞれの取組には限界があります。

そのため、各団体が相互に協働することにより、その輪を広げていくことができる体制に整備していきます。

図 9.1 推進体制

(1)進行管理

本計画を推進し、効果的な進行管理を行うため、PDCA サイクルに基づき、取組の継続的な改善と

推進を行います。毎年度、計画の進捗状況を点検・評価するとともに、必要に応じて計画を見直します。

図 9.2 進行管理の仕組み（PDCA サイクル）

住民
「行動変容」

生活の省エネ化

行政機関
計画策定
施策実施
情報発信

産業部門
「循環と環境保全」

エネルギーの脱炭素化
資源の循環利用

環境の保全
新たな事業の創出

業務部門
「業務の効率化」
DX推進による

業務効率化
再エネ導入

教育・福祉
次世代への環境教育

地域課題の解決
クリーンエネルギーを

活用したサービス

民生部門の
脱炭素化推進

情報発信・補助

協力・連携

業務部門の
脱炭素化

協力・連携

次世代育成
福祉の充実

事業・雇用の創出
新エネルギーの活用と開発

協力・連携

Plan

Do

Check

Act

計画の変更や是正

措置の検討

取組みの実施

連携の推進

効果検証、分析

改善内容の検討

実施状況の把握

効果検証、分析
改善内容検討

取組み、計画
の見直し

施策の実施

計画の策定
取組検討
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